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　平成23年改正後の国税通則法の規定によ
れば、税務調査は原則として事前通知が必要
であり（国通法74条の9）、無予告調査はそ
の例外として定められている（国通法74条
の10）。したがって、法的要件を満たさない
限り無予告調査は実施できない（表参照）。
　本件において無予告調査が行われた背景に
は、①売上の一部が原告代表者名義の預金口
座（本件預金口座）に受け入れられていなが
ら、法人税確定申告書の「預貯金等の内訳
書」に記載されていなかったことから、売上
除外が行われたのではないか、②原告の原告
代表者に対する借入金残高の増加額が原告代
表者の給与収入等の年額よりも多額であった
ことから、原告代表者から原告への売上還流
が行われていたのではないか、との処分行政
庁による想定があった。
　本件では、まず無予告要件を満たしている
かどうかが争われた（争点1）。
　東京地裁は、通則法74条の10について、
同条の規定を引用した上で、「課税庁保有情
報に鑑み、事前通知をすることにより、納税
義務者において、調査に必要な帳簿書類その

他の物件を破棄し、移動し、隠匿し、改ざん
し、変造し、又は偽造することが合理的に推
認される場合には、無予告要件を満たすもの
というべきである」との解釈を示した（「（国税
の調査）等関係通達」5－9（3）の内容と同様）。
　原告は、上記①の事情については、「以
前、法人名義での預金口座を開設することが
できなかったため、便宜上、本件預金口座を
使用し続けているだけ」、②の事情について
は「単に、近年の原告の売上げが逓減してい
るため、原告代表者が自己の収入や貯蓄を原
告に対する貸付けという形で原告の事業に投
じてきたことによるもの」などと主張した
が、これに対し東京地裁は、原告が指摘する
事情は必ずしも外部からは明らかではないと
して、「上記①及び②の諸事情は中小企業一
般に広くみられるものとはいえず」「所轄税
務署長が、原告が本件預金口座を利用した売
上除外及び除外売上金の還流を行っているこ
とを想定したことは不合理なものということ
はできない」との判断を下した。
　そして、「一般に、原告のような家族経営
の中小企業では、帳簿書類等の改ざんを防ぐ

　無予告調査に基づき法人税及び消費税等の更正処分を受けた原告（法人）が、本件無予告
調査は無予告要件を満たさず、また、無予告理由を説明しなかったことには国税通則法74
条の10に反する違法があるなどとして、本件各更正処分の取消しを求めた事案で、東京地
裁民事3部（市原義孝裁判長）は令和3年10月6日、原告の請求を棄却した。

処分行政庁による「売上除外・還流」の想定は不合理と言えず

法令上、課税庁に無予告理由の説明義務なし

東京地裁　結果的に売上除外等
がなくとも無予告要件を充足
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